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平成 26 年「労働災害動向調査（事業所調査（事業所規模 100 人以上） 

及び総合工事業調査）」の結果 
 

～ 規模 100 人以上事業所の労働災害の「度数率」(発生頻度)は 1.66 ～ 
 

厚生労働省では、昭和 27年から主要産業における年間の労働災害の発生状況を明らかに

するために「労働災害動向調査」を行っています。 

このたび、100人以上の常用労働者がいる 9,873 事業所及び総合工事業の延べ 4,533 工

事現場での年間の労働災害の発生状況について取りまとめましたので、公表します。 

 

 
 
詳細は別添概況をご覧ください。 

 
【調査結果のポイント】規模 100 人以上の事業所 
 

１ 労働災害の発生状況 
・ 度数率（労働災害発生の頻度）は 1.66 と上昇（前年 1.58） 

   ・ 強度率（労働災害の重さの程度）は 0.09 とほぼ横ばい（同 0.10） 
   ・ 死傷者 1人平均労働損失日数は 56.4 日と減少（同 63.2 日） 

【５頁 第１－１図】 
   

２ 産業別度数率及び強度率 
・ 製造業の度数率は 1.06、強度率は 0.09 
・ 運輸業,郵便業の度数率は 3.34、強度率は 0.25 
・ 卸売業,小売業の度数率は 1.76、強度率は 0.04 
・ 医療,福祉（一部の業種に限る。）の度数率は 1.46、強度率は 0.04 
【６頁 第２図、７頁 第１表】 
      

【用語の説明】 

・ 度数率とは、100 万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を表す。 

・ 強度率とは、1,000 延べ実労働時間当たりの延べ労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。 

・ 死傷者 1人平均労働損失日数とは、労働災害による死傷者の延べ労働損失日数を死傷者数で除したもの。 
 


